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1は じ め に
西 ドイツ(ド イ?連 邦共和国)で は・ 現在 ・4,728名(1985年5月現在)の 「経 済 監 査 士 」(Wir-
tschaftsprilfer)とほ ぼ800社(この うち大手 とよばれ るもの9社)の 「監査法 人」(Wirtschaftsprafungs・
gesellschaft)が約2,100社の株 式会 社 と約2,700社のそ の他 の会 社(例 えば 「開示法」(Publizitatsgesetz)
ωに もとつ くも
の)の'「義 務監 査 」(Pflichtprafung)を実施 してい る とい われ てい る。
しか し,今 回 の商 法 改 正 に よ っ て,さ ら に,「 中規 模 お よび大 規 模の 有限 会社 」(mittelgroBe
"ndgr・BeGmbH)につ い て も監 査が 義 務づ け られ る ことに な った ので あ る。 そ の数 は15,000社か
ら20,000社ともいわ れ て い る。 しか し,そ の うち の70パー セ ン ト以上 の会社 は,株 式 法 も し くは
開示 法 の コン ツ ェル ン会 計規 定 に も とつい て,す でに 監査 を 義務 づ け られ て いた り,あ るいは ま
た,任 意 の形 で監査 を 受 け てい た ので,実 質 的に は約5,000社が 新 たに 監査 を義 務 づ け られ る こ
とになるといわれ てい る。他方,そ の数400社から600社といわれている 「小規模の株式会社お
よ び 株 式 合 資 会 社 」(KleineAktiengeseilschaftenundKommanditgesellsqhaftenaufAktien)につ い
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は,こ れ まで どお り,監 査は 「経済監査士お よび経済監査会社」(WirtschaftsprGferundWirtscha・
ftsprOfungsgesellschaft)によっておこなわれ なけれ ばならない とい うことは維持 された のであるが,
ただ被監査会社の急増 とい う事態に対処するためには,そ れだけでは十分 とはいえないのである。
そ こで,1943年に発足 し,1961年の 「経済監査士条令」(Wirtschaftsproferordnung)の施行 ととも
に廃止された 「宣誓帳簿監査士」(VereidigterBuchprttfer)にも中規模有限会社の監査人 となる資
格が与えられ,ま た,税 理士お よび弁護士に も特 例試験に よって宣誓帳簿監査士 としての資格を
取得す る機会が与えられ ることになったのである。 さらに,こ れら宣誓帳簿監査士,税 理士およ
び弁護士に対 して,「移行規定」(Ubergangsregelungen)によって,経 済監査士 となる道 も開かれた
旧
のであ る。
このように,今 回の商法改正に よって,監 査を義務づけられ る会社の数が著 し く増加し,そ う
した事態に対処す るために,監 査人 とな りうる専門職業人 の増員をはかるための措置が講 じられ
るところとなったのである。
ところで,商 法典 第316条第1項 第1文 に よれ ば 監 査 の 対 象 と され るの は 「年度決算書」
(JahresabschluB)(貸借対照表,損益計算書および付属明細書)と 「状況報告書」(Lagebericht)である
とされてい る。その際,年 度決算書作成の基礎 となってい る 「簿記」 も監査の対象に含められ な
けれ ばならない とされ てい るのであ る(商法典第317条第1項第1文)。
年度決算書の監査 に お い て は,年 度決算書が 「法律上の諸規定」(gesetzlicheV・rschriften)と
「それ らを補完す る定款 の規定」(sieerganzendeBestimmungendesGesellschaftsvertragsoderder
Satzung)を遵守 してい るか どうかを監査す ることが主た る内容 と な り(商法典第317条第1項第2
文),また状況報告書については,そ れが年度決算書 と,「合致している」(inEinklangstehen)か
どうか,ま た,状 況報告書におけ るそ の他の記載事項が企業の状 態 に つ い て の 「誤 った観念」
(falscheVorstellung)を呼び起 していないか どうかとい う点に関して監査がなされなけ れ ば な ら
ない とされているのである(商法典第317条第1項第3文)。この こ とは,ま た,「コンツェル ン決
算書」(KorzernabschluB)の監査に対して もあては まるのである(商法典第317条第2項)。
この ように,簿 記,年 度決算書お よび状況報告書が,い わば一体のもの として,監 査人に よる
監査の対 象 とされてい るのであ る。
今回の商法改正において と りわけ大きな意義 を有 してい るのが,商 法典第264条第2項 の次の
よ うな規定である。す なわち,
資本会社の年度決算書は,正 規の簿記の諸原則を遵守 した うえで,資 本会社の財産状態,財
務状態お よび収益状態についての実質的諸関係に適合 した写像を伝達 しなければならない。 も
し,特 別の事情 によって,年 度 決算書が第1文 の意味 での実質的諸関係に適合 した写像を伝達
しない とい うことにな るとす るならば,追 加的な記述が付属 明細書においてな されなければな
らない。
この規定に よれば,資 本会社 の年 度 決 算 書 は,「正規の簿記 の諸原則」(Grundsfitze・rdnungO一
{5}LOck,Wolfgang,WirtschaftsprOfungundTreuhandwesen,a.a.O.,S42.
(199) 西 ドイツ監査制度 59
rnaBigerBuchttihrung)を遵 守した うえ で,資 本会社 の 「財産状態」(Verm6genslage),「財務状態」
(Finanzlage)および 「取益状態」(Ertragslage)につ い て の 「実質的諸関係に適合 した写像」(ein
dentatsachlichenVerhgltnissenentsprechendesBild)を伝達 しなけれ ばな らない ことにな る。 した
が って,資 本会社 の年度決算書の監査 に あ た って も,ま ず,年 度決算書が 「正規の簿記の諸原
則」 を遵守 しているか どうか,そ してその うえ で さ ら に,そ れが会社 の 「財産状態」,「財務状
態」お よび 「収益状態」 についての 「実質的な諸関係に適合した写像」を伝達 してい るか ど うか
について,確 認がなされ なければな らない ことになる(商法典第322条)。しか しなが ら,商 法典
第264条第2項1こ含 まれてい る 「正規 の簿記 の諸原則」,「財産状態」,「財務状態」,「取益状態」,
そ してさらには,「実質的な諸関係に適合 した写像」 とい う概 念 は,法 律上,そ の内容が規定 さ
れていない,い わゆる 「不確定法概念」(unbestimmterRechtsbegriff)なのである。
これ ら諸概念 の内容が どの ような ものであ り,し か も,そ れら概念の間の相互関係はどの よう






一般に,監 査 の過程は,法 令,定 款お よび 「正規の簿記の諸原則」に もとついて,取 引の記帳
か ら年度決算書の作成に までわた るといわれてい る。 この過程において,監 査 人は法令,定 款お
よび 「正規の簿記の諸原則」をその判断形成の根拠,つ ま り,「規範」(Norm)として これを被監
査会社 の会計組織か ら選 び出された監査対象 と比較す るのである。そ して,も しそ うした比較 に
よって規範 と監査対象 との間に何 らかの差異が認められた場合には,そ の差異が分析 され,監 査
対象が全体 として 「正規性」(Ordnungsm5Bigkeit)を有す るものであるか否かにつ い て の 判断が
σ)
下 され,か つ,そ うした監査の結果が 「文書」(schriftlich)で報告され るのであ る。
そ うした監査を担当す る専門職業人が 「決算監査人」(AbschluBprafer)と呼 ば れ,そ の選任は
「社員」(Geseilschafter)セこよってお こなわれ るのである(商法典第318条第1項第1文)。そ して会社
の 「法律上の代表者」(geset・licheVertreter)は,決算監査人が選 任 さ れ た 後 に は;速 や かに,
「監査委任書」(Prtifungsauftrag)を交付 しなければならないことにな っているのであ る。 しか も,
その際,決 算監査人の 「独立性」(UnabhangigkeiDを強化す るために,監 査委任は猶予なしに こ
れ を取消す ことはで きない とい う規定が設け られ てい るのである。 この監査委任の取消しは裁判
所 によって他の監査人が選任された場合にのみ可能 となるのであ る(商 法典第318条第1項第5文)。
しか し,裁 判所が他の監査人を選任す ることがで きるのは,監 査人個人に根 ざした理由からそ う




す ることが必要 と思われ る場合,と りわけ,監 査人が不正 を働いた よ うな場合に限られているの
であ る(商法典第318条第3項第1文)。
これに対 して,決算監査人はその引 き受けた監査委任について,「重大な理 由」(wichtigerGrund)
がある場合にのみ,そ の解約通知をす ることができるのである。 その際,監 査意見の内容,そ れ
の 限定 もし くは差控につ いて,会 社 と監査人 との間に意 見の食い違いが生じた としても,そ れは
(8)「重大
な理由」 とはならない(商 法典第318条第6項)。
ここでい う 「重大 な理由」 とみな され るのは,・客観的にみて,「雇用契約」(Dienstvertrag)の継
続 が契約当事者双方に とって不可能 となるよ うな事態が発生 している場合が考え られ る。例 えば,
会 社に対す る信頼に重大な疑念 が生 じた り,経 営者 の犯罪行為が明確 とな った場合などであ る。
さらにまた,「作業契約」(Werkvertrag)の規定にもとつ いた解約予告の場合 も考えられ る。 これ
に 該当す るもの としては,主 として,被 監査会社 の 「受入れ怠慢」(Annahmeverzug)(例え↓ま,会
社が監査に必要な基礎資料を用意することができないような状態にある場合)と い うよ うな,そ もそも
監査を受け る意欲が欠如 してい る場合をあげ ることが できる。 さらに,例 えば,監 査会社の倒産


























もし くは社員あるいは会社の所有者 である場合。 ただし,第5号 に したが った法人 もし く
は 自然人,人 的会社あ るいはその社員,あ るいは個人会社は監査 され るぺ き資本会社の決
算監査人 とな ってはならない。
7..第1号から第6号 までに したが って決算監査人 となってはな らない者が監査に従事 して
いる場合。
&こ こ5年 の問,そ れぞれ,総 収入の半分以上が,監 査 され るべき資本会社 の監査業務 と
コンサルテ ィング活動から得られ,ま た監 査され るべ き資本会社がその20パー セン ト以上
の持分を所有してい る会社から得 られた場合。 さらに,当 該事業年度において もそれが予
想 され る場合。困難 な事態を避けるた めに,「経済監査士会議所」(Wirtschaftsprttferkammer)
は期限付 きの例外許可を発布す ることができ る。
(3)経済監査会社 もし くは帳簿監査会社は次の場合には決算監査人 となってはな らない。す なわ
ち,
1・ これ ら(会社)が 監査 され るべ き資本会社の持分を所有 しているかもしくは これ と結 合
している場合,あ るいはそれ と結合 している会社が監査され るべ き資本会社に対 して持分
の20パー セン ト以上を所有 しているか もし くは これ と結合 している場合。
2.そ れ ら(会社)が,第2項 第6号 に したが って,法 人 もし くは人的会社の社員 としてか,
あるいは第2項 第5号,第7号 あるいは第8号 に したが って,決 算監査人 とな ってはなら
ない場合。
3.法 人である経済監査会社 もし くは帳簿監査会社 で,一 人の法律上の代表者 もし くは一人
の社員が,社 員(株主)の 議決権の50パー セン トもし くはそれ以上を所有 してい る場 合,
あるいは他の経済監査会社 もし くは帳簿監査会社で一人の社 員が第2項 第1号 から第4号
までにしたが って決算監査人 となってはな らない場合。
4.そ の法律上の代表者 もし くはその社員が第2項 第5号 もし くは第6号 にしたが って決算
監査人 となってはな らない場合。
5.そ の監査役会の構成員が第2項 第2号 もし くは第5号 にしたが って決算監査人 となって
はならない場合。
このように,商 法典第319条第2項 お よび第3項 には,経 済監査士,宣 誓帳簿監 査土,あ るい
は監査会社が決算監査人 とな っ て は な らない場合 についての広範 囲な規定が含 まれ ているので
ある。 と りわけ,今 回の商法改正に よって監査を義務 づ け られ る ことになった有限会社に とっ
ては,帳 簿の記録 もし くは年度決算書 の作 成 に 際 し て,監 査活動を越えて協力した者は監査人
た りえないとい う規定(商法典第319条第2項第5号および第3項第2号)は 重要な意味を も って い
る。
この ように,決 算監査人の独立性の一層の強化が謳われている一方,同 一の依頼人の ところで
監査業務 とコソサルテ ィング活動を同時にお こな うことの非両立性 については,監 査を義務づけ
























この ように,商 法典第321条第1項 の規定に したが って,決 算監査人はその監査結果について
文書で報告しなければな らないのであるが,さ らに,財 産状態,財 務状態お よび取益状態の前年
度 と比 較した場合の 「不利な変動」(nachteiligeVeranderungen)と「年度結果に少なか ら ざ る影
響 を与えた損失」(Verluste,diedasJahresergebnlsnichtunwesentlichbeeinfluBthaben)については,
とくに これを記載 しかつ十分に説明することが義務づけ られて い る の で あ る。 また,い わゆ る
「決算監査人の報告義務」(RedepfiichtdesAbschluBprtifers)は,1965年株式法第166条第2項 か ら
ほ とん どそのままの形で引き継がれた。つ ま り,決算監査人がその任務を 自覚 して,被 監査会社
の状態を危 うくした り,そ の発展を著し く阻害す る可能性を もってい るか,あ るいは法律上の代
表者カミ法律ならびに定款に対 して重大な違反を犯 してい ることを認識 させ るような事実を確認 し










ところで,監 査人がその監査結果について提出す る 「監査報告書」(Prafungsbericht)の形式 と
内容は法律に よって追求 される課題設定から明 らか とな る。す な わ ち,「確認 の 付 記」(Bestati-
gungsvermerk)(監査証明もしくは監査意見ともいわれている)が一般大衆に向け られてい るの に 対 し
て,「監査報告書」は法律上の代表者(取締役)お よび 「監督機関」(Kontrollorgan)(監査役会およ
び株主総会)を その受手 として提出されている の で あ る。 この監督機関としての株式会社の監査
役(会)は,年 度決算書お よび状況報告書を監査 し,か つ決算監査人による監査結果に対 して態
度 表明しなければならない とい う義務を負 ってい るので,監 査人か ら提 出され る監査報告書は重
要な意味を もつ。 このことは有限会社の監査役に対して も同様にあてはまるのであ る。 この報告
を うけて,監 査役は,は た して会計(報告)に ついて自らの手に よる監査を省略し うるか ど うか,
あ るいは会計(報告)の 一定の領域において追加的 な監査行動 もし くは 一層の情報収集が必要 と
な るか どうかを決定 しなければならないのである。その限 りで,こ の報告書 は会 計(報告)を 判
断す るうえで 「重要なすべての観点」(allewichtigenGesichtpunkte)をそ こか ら引き出す ことが
eg
できるように作成 されてい なければならない ことになるのである。
監査報告書のも う一つの重要な役割は,株 式会社あるいは有限会社の取締役に,正 規に記帳を
おこないかつ法律上の諸規定に したが って会計(報告)を お こな う(年度決算書および状況報告書を
作成する)とい う義務が果 された とい うことについての 「文書 による証明」(urkundlichenNachweis)
を提出す るところにあるのであ る。その際,監 査報告書は,と くに,年 度決算書 の作成には直接
的には関与 しなかったが,し か し,簿 記 と会計(報告)に 対 し て は共 同の責任を負ってい る(株
式会社もしくは有限会社の)取 締役会の構成員が,会 計(報 告)に つい ての 「客観的な観念」(objek-
tivesBild)を形成す る うえで,役 立つ もの とな るのである。 そして もし決算監査人によって欠陥
























い て,決 算 監査 で は 「簿記 の正 規性 」(OrdnungsmaBigkeitderBuchfロhrung)が確認 され な けれ ば
ならない。ただ し,そ の際,細かい点での理 由づけは必要 とされていない。「簿記 システム」(Bu-
chftthrungssystem)の概要が記述 され てあればそれ でよいことにな っているのである。そ こには,




商法典第321条第1項 第2文 に したが って,決 算監査人は,そ の報告書において,と くに年度
決算書が法律上の諸規定に合致しているか どうか とい うことを確認 しなければならないのである。
つま り,監 査人はそ うした確認を 「貸借対照表」(Bilanz),「損益計算書」(Gewim・undVer!ustre・
chnung)および 「付属明細書」(Anhang)についてお こなわ なければならないのである。
ところで,こ の年度決算書に関す る法律上 の諸規定 とは,商 法典第242条か ら第256条まで,
第264条か ら第288条まで,な らびに株式法第150条,第152条,第158条,第160条,お よび
有限会社法第42条にみ られ るものである。 これ ら諸規定は,財 産対 象物お よび負債の評価,貸 借
対照表お よび損益計算書におけ る表示,な らびに,付 属明細書において記載を義務づけられてい
る事項に係 るものである。 と りわけ,適 用 され る評価方法お よび減価償却方法な らびにその変更
　
については,十 分 な説 明がなされなけれぽな らない と規定 されてい るのであ る。
さ らに,実 質的に重 要な項 目,例 えば,有 形固定資産,棚 卸資産,債 権 ・債務ならびに引当金
とい った項 目については,当 該項 目の監査の種類,範 囲お よび結果について,詳 細に報告す るこ
とが,し ば しば,適 切 もし くは必要であ るとされ ているのであ る。 しか も商法典第321条第1項
第4文 にしたがえば,監 査報告書において,前 年度 との対比におけ る,財 産状態,財 務状態およ
び収益状態の 「不利な変動」お よび 「年度結果に少 なか らざる影響をお よぼした損失」が記載 さ
れかつ十分に説明 されなければならない ことにな ってい るのであ る。 これ までは,こ うした事項
について報告 しなければならない とい うことは,一 般に慣行 とな ってはいたが,し かし,強 制さ






すでにみてきたところか らも明らかなごと く,今 回の商法改正に際 して導入された重要な概念
のひ とつ に 「財務状態」(Finanzlage)とい う概念があ る。 この財務状態を適切に表現す るた め に
は,貸 借対照表 日以後 の一定の期間の収入 ・支 出計算を用い ることが必要であ るといわれ てい る。
しか し,そ の よ うな計算を決算書監査 もし くは貸借対照表分析の枠内において実施す ることは困
難なのであ る。 バ ウアー(Bauer,K.)の「運動貸借対照表」(Bewegungsbilanz)から出発して,し
か も,ア ング ロ ・サ クソンの一般的な慣行の影響を うけて,西 ドイツでは,監 査報告書において








なお,年 度決算書が法律上 の諸規定に合致 しているか どうかについての確認のなかには付属明
細書におけ る記載事項が法律上 の要件に合致しているか どうか とい うことについての確認 も含 ま
れてい るのである。 したが って,付 属 明細書それ 自体の内容についての特別な確認は必要 とされ
ないのであるが,し かし,明 確化 とい う理 由から,付 属明細書が全体 としてみれ ば法律上の要件




さて,「状 況報告書」(Lagebericht)一一 これは以前は株式 会 社 に つ い て の み 「営業報告書」
(Gesch5ftsbericht)の一部分 として要求されていた ものであ る(1965年株式法第160条第1項)が,現
在では,商 法典第264条第1項 にしたが ってすべての資本会祉に とってその作成 が義務づけ られ
ることとな った のである一 においては,ま ず,「営業過程」(Geschaftsverlauf)と「会社 の状態」
(LagederGesellschaft)が「実質的諸関係に合致 した写像」が伝達 される ように表現 されていなけ
ればならない。その際,事 業年度の終了後に生 じた とくに重要 な事象,会 社 の発展 の見通 しなら
びに研究 ・開発 といった領域に まで立 ち入 って,監 査が実施 され なければな らない と規定されて
い るのである(商法典第289条)。
決算監査人は,そ うした状況報告書を,そ れがはた して年度決算書 と合致してい るか,ま た,'
その他の記載事項 が会社 の状況についての 「誤 った観念」(falscheV・rstellung)とい うものを引 き















「監査報告書」(Priifungsbericht)をどの ように構 成し,か つ,分 類す るか につ い ては,拘 束的
な規定 は何ら存在してお らず,決 算監査人 の裁量にまかされているのである。 しか し,次 のよう
㈱
な構造をもつものが広 く普及しているといわれている。
























































2項第2文 の意義 も明 らかとな るのであ る。
さらに,状 況報告書では,少 な くとも,営 業過程 と資本会社 の状況が,実 質的諸関係に適合 し













決算監査人は,商 法典第317条第1項 第3文 に したがって,こ うした状況報告書が年度決算書
と合致 しているか どうか,ま た,状 況報告書におけるその他の記載事項が会社 の状況についての
誤 った観念を引 き起 していないかど うか とい う点についてまで監査 しなけけば ならないのである仕
決算監査人は,商 法典第322条第1項 第3文 にしたが って,「確認 の付記」に お い ては状況報
告書が年度決算書 と合致しているか どうか とい うことだけを確認す ることにな るので,状 況報告
書は限定的にのみ監査 され るととになる。 ところが,陳 述 され る事象の評価 と判断は取締 役の主





以上にみた 「確認の付記」の内容は次 のものか ら構成 され てい る。
1部:監 査委任
監査対象:簿 記,年 度決算書(貸 借対照表,損 益計算書,付 属 明細書)
状況報告書
監査実施:「 正規の決算監査実施 の諸原則」
皿部:年 度決算書 および状況報告書に関す る特殊性
補完,許 容 され る例外
追加説明
凪部:商 法典第322条第1項 にしたが った中核条文
商法典第322条第2項 第1文 および第2文 にしたが った補完
確認の付記 の限定
条件付追加
この ように 「確認 の付記」はただ 「会計(報 告)の 正規性」(OrdrungsmtiBigkeitderRechnungy
legung)にのみかかわ るものであ って,「経 済的状況」(WirtschaftlicheLage)にかかわ るものでは
ない といわれ ている。 しか し,そ れ にもかかわ らず,「債務超過」(tiberschuldung)が疑いもな く
確実な もの となっている場合には,そ の重要性の故に,そ2zte関す る 「追加」(Zusatze)もし く
は補足説明をおこな うことが望ましい とされてい るのである。 しかし,こ の点につ いては,そ の
ような追加(補足)説 明が一般大衆にお よぼす影響お よびその ことに よって引き起され るか もし





に 注意深 く決定を下 さなければな らない とされてい るのであ る。
そ うした追加(補足)説 明に よって除去 しよ うとしているのは,と くに,「誤解」(MiB▼erstfind・
・n輌sse)なのであ る。 しかし,そ の よ うな説明が必要であるか否か,ま たそれを どの ような方法で
表現 しなけれ ばな らないか とい うことについては,法 律は何 らの指示 も与えてい ないのである。
それ故,将 来の実務が どのよ うに進展して行 くかは未決の問題 とされ ている。ただ危惧 され てい
るのは,被 監査会社 がそ うした補足説明をお こな うことに抵抗するのではないか とい うことであ
る。 とい うのは,こ れ までは,追 加 もし くは補足説 明 とい うと,と ち ら か とい え ば,む しろ,
f意見限定」(Einsehrtinkungen)一補 足説明 との区別は しばしば困難であ るが一 とみなされて
　`V・たか らであ る。 しかも,「確認の付記」の内容は,1965年株式法第167条第1項 と比ぺて,原 則
釣 には変化しなかったけれ ど,し かし,年 度決算書が 「正規の簿記の諸原則」を遵守 した うえで.
会社の状態についての 「実質的諸関係に適合した写像」を伝達しなければな らない と規定された
ことに よって,会 社 の状態に関す る 「質的な言明」(qualitativeAussage)ともい うべ き,追 加 も
し くは補足説 明が必要 となると解釈 されているのであ る。 この よう!こ,追加 もし くは補足説 明を
・付け加えることに よって,「確認の付記」 の弾力化がはか られ,誤 解除去の名 の 下 に,実 質的な
意見限定 とな りうるような場合 も,い わば無限定化され うる道が開かれた といえ るのである。 こ
こに,新 商法に もとついた監査制度の特徴をみ ることがで き るの で あ る。 なお,「確認の付記」
・についての 「限定」お よび 「意見の差控」(Versagung)が生 じた場合に関 しては,商 法典第322
条第3項 の規定が用意 され てい るのである。
商法典第322条第3項 第1文 に したがえば,監 査をお こな った結果,決 算監査人が異議を申し
立 てなければならない場合には,「確認の付記」を限定 もし くは(意 見の)差 控をしなければなら
'ない
。 ここでい う異議 とは 「重大な異議」(wesentlicheBeanstandungen)とい う意味 で解 され るぺ
きものであ る。「重要でない異議」(unwesentlicheBeanstandungen)は意見 の限定 もし くは 差 控 に
・はつなが らないからである。 しか し,そ れ 自体では重要ではないい くつかの異議 も,そ の全体で
・は,重 要な もの とな りうる とされてい るのであ る。
あ る異議が重要であ るか否か とい う問題は決算監査人が 「義務に もとつ く裁量にしたが って」
「
〈nachpflichtgemaBenErmessen)決定 しなければならない問題であ るとされてい る。 と りわけ,誤
謬 が財産状態,財 務状態および取益状態の不適当な判断につなが りうる場合には,監 査人の異議
・は重大な意味をもつことになる。そ の際,考 慮に入れ られ るのは,当 該決算書項 目の金鶴 年度
結果,貸 借対照表上の自己資本お よび貸借対照表総額である。 もち ろん,確 定された欠陥が監査































に,そ の原因を除去 しようと努 力す るか らであ るb
珊 決算監査人の責任
商 法 典 第323条 は,決 算 監査 人 が 「誠 実 かつ 公 平な監 査 」(zurgewissenhaftenundunparteiischen、
Prfifung)をお こな うこ と,まte監 査 に際 して得 た業 務上 の秘 密を み だ りに利 用 して はな ら ない こ
と,さ らに そ の義務 に反 して会 社 に 損害 を与 え た場 合 に は500,000ドイ ツ ・vル クを限 度 とす る・
賠 償 責任 を 負 うこ とを 規 定 して い る。
さ らに,「 年 度 決 算書 に 関す る法律 上 の諸 規定 ならび に 定款 規定 の解 釈 と適 用 に関 し て」(ttber'
dieAuslegungundAnwendungdergesetzlichenVorschriftensowievonBestimn1迦gendesGesells・
chaftsvertrags。der.derSatzungtiberdenJahresabschluB)会社 と決 算監 査人 との 問 に意 見 の食 い違 い
が生 じた場 合 に は,決 算 監 査人 も し くは 資本 会社 の法 律 上 の代 表者 の 申請 に も とつ い て専 ら 「州・
裁 判所 」(ausschlieBlichdasLandgericht)がこれ に つい ての決 定 を下 す,と 商 法 典第324条 は規 定
t8r




AbschluBprttfers)につ なが るといわれているのであ る。
そのための手続が商法典第324条第2項 において規定 され てい る。それによると,
(1)一方 における資本会社 と他方における決算監査人 との間において次の ことに関す る意見 の相
違が存在していること,す なわち,
②法律上の諸規定あるいは定款規定の解釈 と適用について,
③ しかも,そ れ らが年度決算書,状 況報告書,コ ンツ ェルン決算書 もし くは コンツ ェルン状況
報告書に関係してお り,
④決算 監査の結果に関す る意見の食い違いが重大 とな りうる場合,
⑤出資者の一人が所轄の裁判所へそれに応じた提訴をお こな う,と なってい るのであ る。
原則的には,商 法典第324条に関す る意見の食い違いは,た だ,年 度決算書,コ ンツ ェルソ決
箕害 もしくは コンツェルン状況報告書に関係す る法律上 の諸規定お よび定款規定の解釈 と適用に
ついての食い違いにのみか かわるのである。 したが って,こ の規定 は 「評価」(Wertansatz)につ
いての意見の食い違いが存在している場合には適用 され ない一 ただし,法 律上の規定の解釈に
異論 を唱える余地があ る場合は除 く一 。決算監査人は法律上 の評価規定(商 法典第252条から第





























さらに,商法典第264条第2項 の規定 との関連 で,「監査報告書」および 「確認の付記」の弾
力化がはかられ,「追加もしくは補足説明」の導入によって,「確認の付記」の無限定化が一段と
促進される可能性が大 となった。 この点も,今回の商法改正の下での監査の在 り方を考える時に
注意しなければならない点であろう。さらにまた,こ うした状況の下におい て,「裁判所」の権




の在 り方を一 しかもその内容は一段と弾力化したものとなっているのであるが一 鮮明にして
きていることを認識することができるのである。 ここに,われわれは西 ドイツにおける新商法に
もとついた監査制度の特徴をみることができるのである。
(1987年9月)
